セカイキョウコウカ ノ Unilever ノ ハッテン キキ ニ オケル タコクセキ ケイエイ by 杉崎 京太
論　文
世界恐慌下のUnileverの発展
　　　危機における「多国籍」経営
杉　峙京太
1．はじめに
　周知のように「多国籍企業」がその本格的展開をとげるのは第二次大戦後，
とりわけ1950年代以後のことである。しかしそのことが，戦間期に「多国籍
企業」が存在しなかったことを意味しないことはいうまでもないであろう。
今日一般に「多国籍企業」とよばれる企業のいくつかは，すでにこの時期に
その展開をとげていたのであり，とりわけイギリス系「多国籍企業」につい
てはその展開の基いは，多くの場合この時期におかれていたといっても過言
ではない。（1）ところが，今日の「多国籍企業」論の多くは，1960年代以後の
巨大企業における「多国籍企業」形態の一般化に眼が奪われるあまり，こう
した発生史的視点を欠落させてしまっており，そのことがかえって「多国籍
企業」についての理解の幅を狭めているように思われる。その意味からも，
1929年10月のニューヨーク株式恐慌を発端に33年にいたるまで際限ない深化
をとげ，世界各国を揺がせた大恐慌の下にあって，初期の「多国籍企業」が
どのように自己展開をなしえたのかをみておくことは，従来閑却されてきた
部分の空隙を埋めることになるであろう。本稿では，Unileverを例に，こ
の「多国籍企業」が世界恐慌を乗りきることがいかにして可能であったかを
見ることにより，　「多国籍」経営がもちえた“優位性”について考察を試み
ることとする。
2．世界恐慌下のUnileverの発展
（1）Unileverの成立
まずUnileverについて簡単な説明を加えておこう。（2）同社は，イギリス
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の石鹸・マーガリン等の油脂メーカーであるLeverBrothers社と，オランダ
系油脂メーカーのMargarine　Unie／Unionグループの合同により，1929年11
月に成立した一大コンツェルンである。イギリスとオランダにそれぞれ持株
会社としてUnilever　Ltd・とUnilever　N．V．を設立し，両社を平等化協定（E－
quityAgreement）によって結合して，Unileverの名称を冠したのであった。
この二重会社組織はイギリス及びオランダでの二重課税を回避しつつ，双方
の株主の利益を均等化するためのものであったが，それは1927年にオランダ
のAnton　Jurgens社とVan　den　Berghs社の合同に際して，オランダ本国に
持株会社Margarine　Unieを，またイギリス国内の関連会社の持株会社とし
てMargarine　Union設立した先例に学んでいたのである。
　ところで，このイギリスLever　Brothers社とオランダMargarine　Unie／
Unionの合同による，Unilever成立の背景の概略は以下のようなものであっ
た・LeverBrothers社は本来石鹸生産を中心にすえてきたが，第一次大戦を
契機に，技術的連関をもつマーガリン生産にも，子会社Planters　Margarine
を通じて参入した。しかし，この領域でのオランダ企業の市場占有率は極め
て高く，Margarine　Union成立と前後して，Liptonをはじめ，Home＆
Colonial　Stores，Allied　Stores，Meadow　DairyやMaypole　Dairyといった
一連の食料品小売店組織を手中に収め，イギリスのマーガリン市場を支配し
ていた。その一方で大陸の石鹸市場をめぐっては，Margarine　UnieがCen－
traやSchichtsといった企業を買収して石鹸生産に参入していたから，Le－
verBrothers社とMargarineUnie／Unionグループは，互いに関連しあう油
脂部門の中で，製品と市場を互いに交叉・重複させながら競合するという事
態が続いていた。このため1928年の後半になって，両社は交渉を開始し，マ
ーガリンと石鹸という製品別に市場を再分割し，食用脂肪については中問会
社（Middle　Company）を設立するといったいくつかの案の検討をへて，つい
に全面合同へと至ったのである。
　こうしてUnileverがイギリスと大陸を結ぶ一大コンツェルンとして成立
したことは，それまで互いに重複・競合していた一連の生産一販売体系を改
編・整備することが可能となったことを意味していた。とりわけ重要なのは，
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合同によって巨大化した経営組織の再編であったといえる。それは，最高政
策決定機関の極度の集中と，他方での“分権的”な地域別委員会制によって
いた。（3〉
　最高機関は敏速な意思決定がなされるように，極端に集中された。合同当
初は，Unilever　Ltd．とUnilever　N。V．の両社から16名ずっ選出された重役
会が2ヵ月に1回開かれていたが，その回数がへらされ，かわって重役会に
よって選出される特別委員会が30年9月におかれたのがそれである。当初4
名ずっ8名で構成された特別委員会は，その後さらに4名へと少数化してい
ったのである。この特別委員会の下に，ヨーロッパ大陸の事業を管轄する大
陸委員会，オーストラリアから東アジア地域，アフリカ南部，そしてカナダ，
アメリカ大陸をそれぞれ担当する海外委鼻会，United　Africa　Co・（UAC）担
当のUAC局を置き，またイギリス国内の事業については，UK担当の下に
石鹸，マーガリン，油脂の三つの製品別に機関がおかれたのであった。また
これらのラインとしての委員会とは別に，金融，原料問題などを扱う顧問委
員会がおかれ，いわゆるM型の本格的経営組織が形成されたのである。こう
した経営組織の整備こそ統一的な企業展開を行いうる基礎であったといえよ
う。（4）
　このUnileverの成立と前後して発生した大恐慌は，中心部資本主義のみ
ならず，周辺部農業諸国をもまきこんで世界経済を破綻させていった。（5）と
りわけ農業恐慌は深刻な様相を帯び，1930年初頭から1931年9月にかけて農
産物価格は急速に下落しはじめた。この農産物価格の急落が油脂産業に及ぼ
した影響は，とりあえず次のようなものであった。まず第一に植物油価格の
下落である。例えばロンドン・スポット物の亜麻仁油の場合，1930年1月の
44S7壱d（1cwt．あたり）から31年9月の15S4去dへと，およそ三分の
一にまで下落したが，こうした趨勢は他の植物油だけでなく農産物一般に共
通なものであったから，原料投資の被った打撃は極めて大きなものがあった。
　農業恐慌が及ぽした影響の第二は，マーガリン生産に対するものであった。
バターやラード価格が大幅に下落するに及び，マーガリン消費からバター消
費へとシフトしたため，マーガリンの消費量はイギリス人1人あたり1928年
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の13．2ポンドから1933年には8．4ポンドヘと下落し，マーガリン生産は深刻
な影響をうけざるをえなかったのである。
　第三には，鯨油価格が，29年のトン当たり£25～£28であったものが，31
年には£10～£15へと下落したことである。鯨油は，精製・脱臭・硬化して
マーガリンや石鹸生産に使われるが，Unileverが29年から31年にかけて行
った大量の先物買いは，恐慌による鯨油価格の急落により，莫大な損失が生
じさせたのである。
　このように，合同を達成したばかりのUnileverは世界恐慌という重大な
危機に直面したが，それはまず原料投資への打撃であり，同時に，全般的な
価格の圧縮の中で需要構造が変化し，コスト切下げにむけての競争が激化し
たことにあった。当然のことながら，それに対してUnileverは，原料問題
の解決，製品市場の開発，生産一販売をつうじての合理化によって答えよう
としたが，その最大の特徴は「多国籍」経営のもつ“優位性”を発揮しよう
としたところにあったと考えられる。世界恐慌の中で，鉱山やプランテーシ
ョン等への直接投資が重大な損害を被り，徹退を余儀なくされたものが少な
くなかった中で，Unileverはどのようにしてその危機を克服しえたかを，
その「多国籍」的展開に即して検討してみることにしよう。ここでは主に，
イギリス，ヨーロッパ，アメリカでの水平的展開と，アフリカ，オーストラ
リアでの垂直的展開について検討していきたい。
　　（2）Unileverの「多国籍」的展開
　1）イギリス・ヨーロッパ・アメリカ
　20年代においては，ヨーロッパでは石鹸消費がもはや“飽和点”に達した
と思われていた。ところがイギリスでは事実は逆で，むしろ大恐慌期に石鹸
消費は伸びていった。たとえば全製造業者の石鹸売上高は，1929年の43万4
千トンから1938年の約53万トンヘと増加し，1人あたりの消費量は30年の16．
53ポンドから34年の18．33ポンド，38年の19．79ポンドヘと増加した。他方で
その小売価格は，30年代に入って下落の傾向を見せていた。Leverの“Sun－
light”を例にとれば，22年から29年にかけては6音dでほぼ一定していた小
売価格は，30年4月の6dから，32年5月には5d，さらに35年1月には4
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dまで下落したのである。このため，イギリス人が平均して1週間に石鹸消
費する価額は，1930年の2．75dから1934年の2．57dへと漸減した。（6）
　このように，イギリスでは石鹸の価格が低下する中で，その消費量はむし
ろ増加をとげていった。その理由としては，恐慌により原料価格が大幅に下
落したことがあげられる。しかし，20年代のようにLeverの市場規制力が強
ければ，価格を据え置くことも可能であったであろう。したがって，第二の
要因として，アメリカのProcter＆Gambleのイギリス市場参入をあげなけ
ればならない。
　20年代には，Lever　Brothers社はイギリス石鹸市場の約6～7割を占有
し，協同卸売組合（CWS）が1割を保持していた。しかし，30年9月にP＆
GがニューキャスルのThomas且edleyを買収し，イギリス市場に参入する
と，それまでの“静態的独占”の実態があらためて問われることになった。
アメリカ的な大量生産・大量宣伝・大量販売方式に太刀打ちするには，経営
合理化が不可欠だったのである。
　経営革新の基本的条件は，Unileverの成立時に本社の経営組織が改編さ
れることで整備されていた。まだ若いG　H：eyworthの31年に行った報告がう
けいれられる素地もここにあった。彼はUnileverの合理化の必要性を説い
た。すなわち，イギリスUnileverの中には49の石鹸会社があり，48の別々
の販売機関を保持していることを指摘し，従来の，本部はなるべく介入せず，
系列会社間相互の競争に委ねる方式では，販売効率をあげることができない
として，生産一販売機構の集中・簡素化や本社による販売戦略の決定を推進
しようとしたのであった。
　この提案はただちに実行に移された。まず販売戦略と組織の合理化にあた
って，石鹸使用分野ごとにブランドを選定し，効果的な大量広告宣伝を行う
こと，販売会社を全国的な五大会社に集中し，地方的な小会社を整理統合す
ることとした。同時に生産の合理化にも着手し，WidnesのCossage工場，
ロンドンの三工場等を閉鎖し，Port　Smlight工場，CrosfieldsやJohn　K－
nightsの工場に生産を集中したのである。
　この合理化にあたって，P＆Gの参入がもたらした作用は極めて大きかっ
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たと言わなければならない。Thomas　HedleyのNew　Castle工場を買収後，
Manchesterに新鋭工場を建設し，家事用石鹸の‘Fairy’を手始めに，粉末石
鹸の‘Oxydol’，フレークの‘Sylvan’とたて続けに新製品を発売し，強力な宣
伝を通じて販売高を1930年の5，500トンから35年には4万トンヘと急増させ
ていったからである。もっとも，こうしたP＆Gのイギリス市場への参入自
体が，大戦前からアメリカに進出し，20年代にはその販売高を20年の2．1万
トンから29年の112万トンヘと急伸させたLever　Brothers，US。の，本拠地
を浸食しようとする対抗措置であり，相手の地盤に食いこむことで経営基盤
の拡大を図ろうとする巨大企業の「多国籍」活動の一環でもあった。こうし
て一国内の“静態的独占”は打ち破られたが，生産の合理化と製品の差別化が
進み，もはや「飽和」に達したと考えられていた市場は，恐慌下にあって逆
に拡大をみせたのであった。
　イギリス国内で行われたものと同様な合理化は，ヨーロッパでも着手され
た。Henke1をはじめとする，ヨーロッパ企業との競争に打ちかつためにも
それは不可欠であった。オランダ，フランス，ドイツ，ノルウェー等の各国
で合理化が推進された。しかし，東ヨーロッパでは，深刻な不況下での労賃
の低下が，ウィーン等への生産の集中を阻んでいた。むしろ地方に分散した
工場の方が，低廉なコストで生産することが可能だったからである。（7〉
　このように，本社の合理化にむけての戦略は，各国ごとの不況の深さ，対
抗企業との関係や需要の組み合わせに応じて修正されなければならなかった。
固形石鹸，粉末石鹸，フレークヘと製品はたえず多様化し，そのことがまた
市場を創出する作用をもったが，国や地方ごとの生活習慣に応じて変化する
需要構造に対応するには，それにふさわしい分権的メカニズムもまた必要と
したのである。
　次に，Unileverのもう一方の領域，マーガリン生産についてふれておこ
う。すでにふれたように，農業恐慌はマーガリンに重大な影響を与えた。酪
農製品の大幅な値下がりに応じて，需要がマーガリンからバターへとシフト
したからである。恐慌下で，農民は生きる糧を得るためにバターを投売りし
た。これに加えて，各国で農民保護政策の一環として，競合製品であるマー
一91一
ガリン差別政策がとられていった。ドイツではヒットラーのもとでマーガリ
ン生産の制限と物品税が課せられ，北欧や東欧諸国でも，物品税や輸入マー
ガリンに対する関税賦課が一般化した。
　これに対するUnileverの政策は，生産一販売の合理化，マーガリンの商
品イメージの向上にむけて，低価格競争から高級ブランド製品の拡大，関連
する食料品生産への多角化などであった。とりわけ多角化は，アイスクリー
ム等の油脂関連商品の枠をこえて，缶詰・ソーセージ・魚・ペーストにまで
その領域を広げていったのであり，食料品総合企業としてのUnileverの地
盤はこの時期につくられていったといえるのである。
　このように，恐慌下のUnileverのヨーロッパでの活動は，合理化を軸に
すえながら需要の多様化に対応し，むしろ積極的に市場を創出していこうと
するものであった。その際，各国ごとに生産一販売組織を置いた「多国籍」
性は，それぞれの需要構造の変化や国家政策に内在的に対応しながら，一国
民経済の枠にとらわれない規模の利益と，相互にノウハウや経営資源を移動
しあえるといった“優位性”を最大限に発揮したといえる。こうした利点は，
アメリカ・イギリスヘと，互いの市場に浸透しあいながら，アメリカ的大量
生産・大量販売方式を習得していった，P＆Gとの競合についてもいえるの
である。
　次にわれわれは，こうした水平的な「多国籍」的展開に対して，原料採取
等を含めたより垂直的な展開において，この時期のUnileverがいかに危機
に対応したかをみることにしよう。
　il）西アフリカ
　Unileverの前身であるLeverBrothers社による1920年のNiger社買収以
来，西アフリカは重要な原料基地であると同時に，最も重大な栓楷でありつ
づけてきたといってよい。1920年にLeverBrothers社は，原料の安定供給
にむけてNiger社を800万ポンドで買収したが，戦後恐慌に遭遇した。この
年の2月から7月にかけてパーム核油がトン当たり£115から£55に急落す
るなどしたため，Niger社の在庫1，800万ポンドのうちの半分以上を評価損
としなければならなかったばかりでなく，同社の当座借越200万ポンドも肩
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代わりするなど，巨額の債務を負うことになったのである。（8）その後も20年
代を通じて西アフリカ貿易をめぐり，African＆EastemTrade社，John
Holt社等英系企業をはじめ，現地アフリカ商人も含む激しい競争が続いたた
め，パーム油価格は20年代を通じて低水準のまま推移した。このためLever
Brothers社にとってはNiger社買収の意義は失われ，逆に不利な原料供給を
うける羽目におちいりさえしたのである。しかし同社は，イギリスの石鹸市
場における価格規制力を挺子に，Niger社をバックアップしつつこの価格競
争に臨み，ついにAfrican＆EastemTrade社との競争に勝利した。29年に
はこれを合併し，アフリカ有数の貿易商社UACを設立して，西アフリカ沿
岸貿易における絶対的地位を確立したのであった。（9）
　しかしその成立と同時に世界恐慌に遭遇したUACは，戦後恐慌下でのNi－
ger社の場合と同様に，ココア・パーム油・パーム核の価格暴落による在庫
の評価損や合併時資本の過大化によって重大な栓桔を負わざるをえなかった。
31年には£128万の営業損失を計上したUACは，同年大幅な減資を行った。
しかし，UnileverはあらたにUACに資金調達を行いその資本金の8割を掌
握して積極的にこれをバックアップしたのである。
　この時期のUnileverによるUAC政策は，第一に徹底した経営合理化の推
進であり，第二は価格協定を通じてのUAC保護であった。経営合理化は30
年12月に設立された3名の新経営委員会の強力なリーダーシップの下で，ロ
ンドン・アフリカでの経営革新と職員の削減，アフリカ内のステーション，
倉庫等の統合整理が行われた。第二の価格面からの保護政策は，32年にUni－
1everとUAC間で取り交わされた，「両者はその取引を市場価格以下では行
わない」という協定を意味する。Oo）このトランスファー価格協定は，恐慌下
の厳しい価格競争にあって，相互の利益移動を可能にするものであったとい
える。一見すると低廉な原料を調達する機構としてのUACの意義を弱める
かに見えるこの措置も，Unileverの製品価格規制力と，西アフリカ貿易に
おけるUACの独占的地位とを看取すれば，市場価格による取引を維持する
ことで製品価格の値くずれを防ぎ，同時に利潤の親会社一子会社間の分配を
可能にしたと考えられるのである。
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　このようなUnilever　　UAC間の関係性をめぐるもう一つの論点は，西
アフリカ航路をめぐる西アフリカ航路同盟とUACの角逐，そして後者の勝
利についてである。1929年Lever　Brothers社は西アフリカ航路同盟のレー
トを不満とし，独自の傭船システムを組もうとした。同盟の制裁措置に対し
て，UACはElder　Dempsterとの契約を破棄し，自前の傭船を開始したが，
その結果Elder　Dempsterは同社の西アフリカ航路における積取額の40％を
失い，その金融危機はRoyal　Mai1にも波及した。31年になってUACと同
盟は和解したが，それは，「UACは自社船，同盟船のいずれも使用すること
ができ，割戻権は失わない」という全面的勝利を内容とするものであった。
この結果UACは30年代を通じてスカンジナビア系の傭船のみならず自社貨
物船の増強に努め，その積取高も29年の15，000トンから38年には82，000トン
ヘと増加させた。これと平行して33年にはG．B，011ivans，36年にはゴールド
・コーストのスイス貿易商を吸収するなど，西アフリカ沿岸貿易におけるシ
ェアをさらに拡大していったのである。⑳
　このように西アフリカにおけるUAC　　Unileverは，取引関係の「内部
化」を推進したところにその特徴があったといえる。ウィルソンは，Unile－
ver　　UAC問の市場価格による取引が現地農民にとって有利な価格をも
たらすものであったとするが，それもこのような「内部化」の徹底をふまえ
てはじめて明らかになるといえる。つまり原料購買ルートを独占したUAC
は，一方的に買いたたかなくとも，現地農民に引合う価格で購入することに
より，逆に商品販売者として「内部的市場」の開発を行うことが可能になっ
たのである。しかし，その場合どのようにして「引合う価格」を設定するか
は，取引関係が「内部化」されてしまっている場合には必ずしも明らかでは
ない。次に見るWASCO（West　Africa　Soap　Co。）よる現地生産システムは，
UACによるWASCOへの価格転嫁という例を示している。
　西アフリカに，LeverBrothers社の原料調達システムの一環として，パ
ーム油貯蔵所とパーム核破砕工場が設けられたのは1910年のことであった。
その後，輸入品の本国ブランドを補完する低質石鹸を生産するために，1924
年にWASCOが設立された。同社はUACの原料調達をもとに生産を行い，
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29年には，西アフリカ工場製石鹸市場の50％を支配し，Lever社からの輸入
品を含めれば，西アフリカ市場の79％を支配するに至ったのである。しかし
34年には，生産高は29年の36％の1，036tへと減少し，Unilever輸入ブラ
ンドの減少と合わせて，その市場規制率は56％へと低下した。その理由は，
第一に，恐慌下での住民の生活水準の低落にあったが，同時に市場が縮小傾
向にむかう中で競争が激化したことにも由来していた。西アフリカでのUA
Cにとって唯一のアウトサイダーともいえるJohnHolt社と結んだ，リヴァ
プールの石鹸企業Bibbysによる低価格石鹸や，原住民の小屋造りのさらに
低価格の石鹸との競合がそれである。⑬
　こうした価格競争に際してUACがWASCOに対してとった態度は，系列
のWASCOをバックアップするよりも，経済的合理性を追求することで自
らの利益を拡大しようとするものであった。すなわちUACは，販売活動に
おいてはWASCOだけでなく他社製品も取り扱い，WASCOへの原料供給
に際しては現地調達にもかかわらず，リヴァプール価格を基準としたのであ
る。（1のこのように「内部化」した市場にあっては，そこで設定されるトラン
スファー価格はきわめて戦略的色彩のこいものとなる。このような事例は，
次にオーストラリアの場合を見ても明らかである。
　藤i）オーストラリア
　オーストラリアにおける子会社活動は，1889年にLever　Brothers（Austra，
1ia）Ltd・を設立し，石鹸工場とコプラ圧搾場を造ったことにさかのぼる。そ
の後1914年には，当時のオーストラリア最大の石鹸企業J．Kitchen　and　So。
ns社や南オーストラリアのBurftord社を支配した。さらに1924年にはオー
ストラリアにおけるLever　Brothers社の子会社を統轄する持株会社として，
Australian　Producers　Co－partnership　Pty。Ltd．（APCP）を設立し，32年に
さらに，Associated　Enterprise　Pty。Ltd．として再編したのである。
　APCPの活動は，オーストラリアにおける市場の成熟に対応じて，石鹸
のみならず，ケーキ・ビスケット用固形油脂生産，料理用マーガリン，トイ
レット用品へと多角化をみせたが，20年から30年代初頭にかけては末だに端
緒的なレベルにとどまっていた。また石鹸生産においても，その企業合同を
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通じて合理化を徹底するというよりは，会社間のブランドを守りながら互い
に競争を続けるという緩やかな統合体としての特徴をもっていた。
　大恐慌期においても，オーストラリアにおける子会社活動はその影響が比
較的軽微であり，むしろこの時期に市場規制力を強めることができたところ
に特徴があった。Unileverのオーストラリアにおける関連会社の石鹸販売
量は，1929年，30年の3万トンから，32年の2万8千トンヘと2千トンの減
少をみせただけで34年には3万トン台を回復したのであり，市場占有率でみ
れば，20年代末における55％から，33年以後には62％へと増加させたのであ
る。（1⇔
　その理由としては，白人自治領における生活水準の上昇を背景とする市場．
の成熟があげられなければなるまい。Unileverは現地大企業を支配し，製
品の差別化を進めており，オーストラリアの保護関税が輸入石鹸との競争を
遮断したこともあって，価格競争はあまり激しくならなかったのである。こ
こでは，トランスファー価格を軸とする内部取引として，Lever／s　Pacific
Plantaitions　Ltd．（LPPL）との関係をみておく必要があろう。
　ソロモン諸島に位置するプランテーションLPPLの由来は，1907年にソ
ロモン，フィジーの30万工一カーの土地の購入に端を発していた。30年には
世界のコプラ産出高6万トンの6％を生産したが，その実質規模は2万工一
カーで，必ずしも大規模であったとはいえない。この稼動率の低さは，慢性
的な労働力不足や，29年からのペスト流行がココナッツ生産への打撃となっ
たこと，30年以後のコプラ価格の暴落といった要因が重なったためである。
その意味で，プランテーションとしての労働生産性はけっして高いとはいえ
なかったが，こうした低生産性プランテーションを垂直的に内部統合した場
合には，生産物の国際市場価格とプランテーション価格との変動に応じて予
盾が生ずることになる。世界恐慌下でのLPPLとAPCP（直接的にはBa1－
mainのLever　Brothers）との関係がそれであった。
　ここでのトランスファー価格は，コプラの国際市場価格に準ずるものとし
て，28年まではセイロン・コプラのロンドン本船渡価格とし，それ以後はフ
ィジー・コプラのロンドン本船渡価格としていた。しかし30年1月のコプラ
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価格の暴落によりLPPLが年度末損失3，664ポンドを計上すると，オース
トラリアのLeverはLPPLを援助し，両者の課税を抑制するために，トラ
ンスファー価格の操作を行った。Leverはシドニーで，Bums　Phihpから
トン当り£1117S3dでコプラを購入できたにもかかわらず，セイロン・
コフ。ラ価格に準ずることで，L　P　P　Lに対して£1417S3dを支払うこと
にしたのである。オーストラリア税務当局もこれを認め，その後41年にいた
???
でこの方法が踏襲されたのであった。（1⇒
　このように，「多国籍」経営の内部にあっては，子会社間も含めてその関係
性はきわめて多様であり，価格メカニズムが「内部化」されてしまっている
ために，正確な実態をつかむことが困難である。しかしそのことが逆にいえ
ば，課税対象利益を操作したり，子会社間あるいは本社一子会社間での利益
配分を適宜行うことも可能にしたといってよいのである。
　lV），南アフリカ，その他
　さて，われわれは，農業恐慌下の西アフリカ，オーストラリアについて，
垂直的な展開について述べてきた。この時期の原料生産地域の疲弊とその中
でのUnileverの困難は，かなり共通した様相をもってとらえられる。ベル
ギー領コンゴにおけるHuileries　du　Congo　Belge（HCB）のプランテーショ
ン生産ではパーム油価格の暴落により，その投資に引きあう収益をもはや保
証しえなくなった。また同地に建設したSavonneries　du　Congo　Belge（SA
VCO）も，現地用低質石鹸の工場生産を行ったが，農業恐慌下での地域経済
の疲弊により市場は拡大せず，その生産は30年代を通じて停滞していった。（1①
それにもかかわらず，こうした地域への投資がメリットを失わなかった理由
は，労賃が低廉で原料等への運転資金がほとんど必要とされないこと，また
原料調達地域としては，本国生産も含めて「内部化」された機構の下にあっ
ては，それ自体の収益性を必ずしも自己完結的にとらえる必要がなかったか
らだと考えられるのである。
3．小　　括
本稿においてわれわれは，世界恐慌下のUnileverの企業展開について述
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べてきた。恐慌下にあって，たとえばイギリスでは鉄鋼業が続々と減資にお
いこまれ，あるいは原料採取への直接投資が衰退するなかで，この「多国籍
企業」はいかにしてその危機を乗りこえたのか。それを考察することは，逆
に「多国籍企業」のもつ「多国籍」性ゆえの“優位性”を明らかにする一助
となるのではないかというのが当初の問題意識であった。小論をしめくくる
にあたり，一企業の事例のみからではあまりにも飛躍があることを知りつつ，
その“優位性”についてまとめておこう。
　世界恐慌下でUnileverがもちえた“優位性”を一語にまとめるならば，
まさにその「多国籍」性であり「世界性」にあったといえるであろう。端的
にいうならば，それは〈国民経済間の発展の不均等性を企業が内部化＞した
ことのもつ“優位性”であるといってさしつかえないであろう。（1のもちろん
この「内部化」は外部経済を一方的に排除するといった固定的なものではな
く，利用できるものは利用し，不必要なものは排除する，flexibilityにとん
だものといわなければないが，この巨大油脂企業のもっとも中心的骨格をな
す油脂原料についてみるならば，アフリカや他地域プランテーションからの
調達は，「内部化」されており，それは各生産工程にそのまま連結して販売
機構へと至っていたのである。世界恐慌は，世界を席捲したが，その深さや
回復の時期，各国の対策においてそれぞれ異っていた。Unileverのような
世界企業は，「世界化」していたがゆえに，一国内あるいは，数ヵ国への対
外投資の被る制約性をこえて，国民経済間の発展の不均等性を逆に「内部化」
することで，世界企業総体としての利潤の極大化を行いえたと考えられるの
である。
［注］
（1）澄田智，小宮隆太郎，渡辺康『多国籍企業の実態』（日本経済新聞社，1972〉43頁，Mlra　Wi－
　1kins，The　Maturing　of　Multinatlonal　Enterprise：American　Busmess　Abroad　from1914to
　1970（Harvard　U　P・1974），江夏健一，米倉昭夫訳『多国籍企業の成熟（上）』（ミネルヴァ書
　房，1976）他。なお「多国籍企業J論一般については，枚挙のいとまがないのでここでは割
　愛する。
（2）Umleverについては，中川敬一郎「ユニリーヴァ・トラストの成立一その経営史的素描」『矢
一98一
内原先生還暦記念論文集下巻　帝国主義研究』（東大出版会，1959）がある。また，そのマ
ーケティングについては，同，「企業成長とマーケティング」（『比較経営史序説』〔東京大学
出版会，1981〕第11章所収〉を参照。なお本稿で参照しUnilever関連の研究及び資料は，
以下の通り，CharlesWilson，TheEistoryofUnlleverAStudymEconomlcGrowthand
Social　Change，2vols（Cassell，1954〉，上田昊訳『ユニリーヴァ物語』（上）（下）（幸書房，
　1967），Charles　Wilson‘Lever　Brothers　and　Umlever，1918～1938’in　Essays　m　British
Business　History。e（l　by　Barry　Supple（Clarendon，1977），D　K　Fleldhouse，Unilever　Over－
seas：TheAnatomyofaMultmatlona11895～1965（CroomHelm，1978），WJ，Readeτ，Flfty
　Years　of　Umlever（Heinemann，1980），A　E　Musson，Enterpnse　m　Soap　and　Chemlcals．
　（Manchester　U．P．，1965）Lever　Brothers　Llmlted，Report　and　Accounts1916－1930各年。
　Umlever　Limited，Annual　Report　and　Statement　of　Accounts1929－1935各年。
（3）経営組織の分析については，AD　Chandler　Jr，Strategy　and　Structure　Chapters　in　the　E1－
　story　of　the　Industnal　Enterprse（M，ITP，1962），三菱経済研究所訳『経営戦略と組織』（実
　　業之日本社，1967），OE　Wllllamson，Corporate　Control　and　Business　Behavior（Prentice－
　Hall，1970），岡本康雄・高宮誠訳『現代企業の組織革新と企業行動』（丸善，1975），A。D。Cha－
　ndler，Jr，The　Vlslble　Hand：The　Managenal　Revolutlon　m　Amerlcan　Busmess（Be互knap，
Harvard　U　P．1977）鳥羽欽一郎・小林袈裟治訳『経営者の時代』（東洋経済，1979）第14章，
Leslie　Ha皿nah，‘Vlsible　and　Invlslble　Hands　m　Great　Bntain’E（1．by　A　D　Chandler　Jr　and
Eeman　Daems，Managenal　Blerarchles。Comparatlve　Perspectives　on　the　Rlse　of　the　Mo一
　（1em　Industnal　Enterprise（Harvard　U．P．，1980）
（4）Umlever資料及び，G．E　Milward，Large－Scale　Organizatlon（Macdonald＆Evans，1950）
　pp166ff．も参照。ウィリアムソンに沿っていえば，このM型は，あるいは「過渡的多数事業
　　部型」（M型）と呼ぶべきかもしれない。0．E．W1111amson，Markets　and　Hllerachles，（The
　Fress　press，1975），浅沼万里，岩崎晃訳『市場と企業組織』（日本評論社，1980）第8章補論
　　参照。以下Unileverの社史の内容に関ピては付注を特に付さない。
（5〉Britam　m　Depτession・A　Recor（l　of　Britlsh　Industnes　smce1929（Sir　Isaac　Pltman＆Sons，
　1935）PP．381ff．世界恐慌の研究についても列挙はひかえる。最近の研究として，f宅美光彦・
　　杉浦克巳編『世界恐慌と国際金融』（有斐閣，1982〉がある。
（6）H．R。Edwards，Compehtlon　and　Monopoly　m　the　Bntish　Soap　Industry（Clarendon，1962）
一99一
　pp．181ff。
（7）Wllson，History　Vol．n．PP．341ff．ほか。
（8）Wilso且，Ristory　Vol。1．pp．253｛
（9）Fredenck　Pedler，The　Lion　and　Unicom　in　Africa：A　H孟story　of　the　Origins　of　the　United
　Africa　Company，1787－1931（Heineman，1974）PP298ff．内田勝敏r補章r連合アフリカ会
　社』の足跡」『ブリティッシュ・トロピカルアフリカの研究』（大阪府立大経済研究叢書，1961）。
α0）Wilson，History，VoL　n．pp．323，
⑳P・N　Davies，The　Trade　Makers：Elder　Dempster　in　West　Africa，1852－1972（George　Allen
　＆Unwm，1973）p246f，E　Gree且＆M．Moss，A　Bロsiness　of　Natlonal　Importance：The
　Royal　Mall　ShipPing　Group1902－1937．（Methuen，1982）PP．88－89．
（1のFieldhouse，op．cit。p。348f
⑬UACは自社製品以外もとりあつかうから「内部化」といいきるには多少問題があるともいえ
　るが，WASCOの側からみればUACとの間に選択の自由はない。
（14）Fieldhouse，op。cit。，PP，72－74．
（1の　1bi（1．，PP．471－472．
（16）ibi（1，，PP512ff。，P．119f．
（1のハイマーは，「多国籍企業」によるヒエラルキー創出を強調する。S．E．Hymer，“The　Multi－
　natlonal　Corporation　and　the　Law　of　Uneven　Development”。ed。by　J，W　Bhagwati，Econo－
　mics　and　World　Order，（Macmillan，1972）宮崎義一編訳『多国籍企業論』（岩波書店，1979）
　第H部三所収。なお，トランスファー価格の視角からみた「内部化」にういては以下の文献
　参照のこと。GK　Hellemer，Intra－fimTradeand　Developmg　Coumtries，（Macmillan，19
　81）関下稔，中村雅英訳『多国籍企業と企業内貿易』（ミネルヴァ書房，1982）．A，M　Rugman，
　Inside　the　Multmatlonals，（Croom　Helm，1981），江夏健一・中島潤・有沢孝義・藤沢武史訳
　『多国籍企業と内部化理論』（ミネルヴァ書房，1983〉。
一100一
